
事業番号 - - -

（ ）

我が国の国立公文書館の現状は、諸外国に比べると、施設や機能や体制において著しく見劣りし、その役割を十分に果たしておらず、また、既存の施設における書庫が満架と
なっていることを踏まえ、新たな国立公文書館を建設する必要がある。

令和6年度要求

-

-

-

3,753

(目)

(目)

178

(目)

0.2 0.2

331

施設整備費

施設施工庁費

施設施工旅費

その他

当初予算＋補正予算に対する執行額
の割合（％）

=(G)/｛(A)+(B)｝
33%

主な増減理由（・要望額・予備費）

135%

令和6年度要求

事業概要URL
https://www8.cao.go.jp/chosei/koubun/shinkan/shinkan.html

(項)

令和5・6年度
予算内訳

（単位：百万円）

歳出予算項・目 令和5年度当初予算

計（A) 1,645

3,422

93%

執行率（％）
=(G)/(F)

97% 96% 99%

内閣本府施設費

2023 府 22 0151

内閣府

政策 -

事業の目的
（5行程度以内）

国立公文書館について、展示等の機能の充実に向けて、既存施設との役割分担を図りつつ国会前庭に新たな国立公文書館を建設する。

公文書管理課 課長　坂本　眞一

会計区分 一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
官公庁施設の建設等に関する法律（昭和26年法律第181号）

関係する
計画、通知等

官公庁施設の建設等に関する法律第９条に基づく営繕計画書

事業名 新たな国立公文書館施設の整備に必要な経費 担当部局庁 大臣官房 作成責任者

事業開始年度

施策 -

政策体系・評価書URL

主要経費 その他の事務経費

令和5年度行政事業レビューシート

-

-

平成30年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし 担当課室

485 -

補正予算（B) - - -

-

-

3,753

予備費等（E) - - - -

予算の
状況

前年度から繰越し（C)

当初予算（A) 1,187 1,809 1,018 1,645 3,753

379 1,164 423

-

補助率等

事業概要
（5行程度以内）

平成２９年度に策定した基本計画を踏まえ、平成３０年度から設計、令和５年度から建設工事に着手するなど、施設整備を進めている。引き続き、令和10年度末の開館を目指し、
施設整備を進める。

実施方法 委託・請負

予算額・
執行額

（単位:百万円）
（インプット）

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

執行額(G) 388 2,440 942.1

計(F)
=（A)+（B)+（C)+（D)+（E)

402 2,550 956 2,130

現状・課題
（5行程度以内）

翌年度へ繰越し（D) ▲ 1,164 ▲ 423 ▲ 485 -

1,467



成果目標①-1の
設定理由

（アウトプット
からのつながり）↓

-

-

アクティビティ①について定性的なアウトカムを設定している理由

令和10年度末に新たな国立公文書館を開館することが目標。計画の進捗管理（令和4年度までは設計、令和5年度以降工事等）はアウトプットによる。

- - - -

目標値 - - - -

改善の
方向性

事業所管部局による点検・改善

新たな国立公文書館を建設するため設計を行う。また、令和5年度以降は設計に基づき、工事を進める。

成果目標及び成果実績
①-3

（長期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度

-

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

令和10年度末の開館に向けて、設計等、順調に進捗している。

活動目標及び活動実績
①

（アウトプット）
当初見込み ％

- -

3

活動目標 活動指標

100

％ 96.8

↓

活動内容①
（アクティビティ）

設計業務の調達を行い、設計を進め
る。
（5年度以降は工事を進める。）

設計業務の進捗割合
（5年度以降は工事の進捗割
合）

活動実績

10 年度

新たな国立公文書館の開館 令和10年度末に開館

達成度

単位 令和2年度

-

目標最終年度

-

事業に関連する
ＫＰＩが定められ
ている閣議決定

等

名称

URL

該当箇所

アウトカム設定について
の説明

令和3年度 令和4年度
5年度

活動見込
6年度

活動見込

25.3

-

引き続き予算の効率的執行に留意するとともに、支出委任先である国土交通省とも連携し、コストの抑制に努めることとする。

-％

100

新たな国立公文書館が整備されることにより、書庫の不足が解消されるなど施設の不備が解消されることを施設整備の目標としているため、成果目標として設
定。

目標年度における効果測定に関する評価（令和11年度実施)

-
点検結果

事業の適切な進捗管理、契約における競争性の確保などにより、予算の効率的執行に留
意する。

-

-

アクティビティ①についてアウトカムが複数設定できない理由

令和10年度末に新たな国立公文書館を開館することが目標であり、直接結びつくため。

7100 100

成果実績



-

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

平成26年度

備考

内閣府

行政事業レビュー推進チームの所見に至る過程及び所見

平成24年度

平成25年度

公開プロセス・秋の年次公開検証（秋のレビュー）における取りまとめ

その他の指摘事項

所見を踏まえ、指標の見直しを行った。

現状通り

現状通り

平成30年度 ００１５

平成23年度

-

関連する過去のレビューシートの事業番号

20

令和元年度

平成28年度

平成29年度

令和3年度

平成27年度

令和2年度 内閣府 0147

0158

令和4年度 2022 府 21 0161

2021 府

上記への対応状況

-

上記への対応状況

-

過去に受けた指摘事項
と対応状況

0144

-

-

外部有識者の所見を踏まえ、指標の検討を行うこと。

外部有識者の所見
書庫の不足の解消は一時的なものでしかなく、経年的なモニタリングの必要性は薄い。そもそも建設中の施設において、書庫の不足が解消されることはない。供用開始直前に所蔵資料等の移管が行われてはじめて書庫の不足の解消は実現する。このような意味で現在の指標は見直すべきである。新施設は令和5年より着工し、令和10年に完成
する。そのためには建設計画があり、これに基づく行政の諸活動が行われている。そうであれば、建設期間中の指標は計画の進捗管理であるべきである。なお、令和10年以降は新施設の運用面の評価に切り替わり、国立公文書館法に基づく活動内容の評価が中心に据えられる。書庫の不足の解消は令和10年のみの指標にとどまるはずであ
る。



資金の流れ
（資金の受け取り先が
何を行っているかにつ

いて補足する）
（単位：百万円）



☑

支出先上位１０者リスト

A.

B

C

D

E

F

G

H

☑

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

施設施工庁費 新館施設設計業務 148 施設整備費 取壊し工事 518

C. D.

費目・使途
（「資金の流れ」において
ブロックごとに最大の金
額が支出されている者に
ついて記載する。費目と
使途の双方で実情が分

かるように記載）

A. B.

費　目 使　途

計 148 計 518

施設施工庁費 埋蔵文化財発掘調査業務 139 施設整備費 代替施設展示工事 91

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 139 計 91

施設整備費 変電設備等集中監視設備改修工事 1 施設整備費 構内交換設備他移設工事 4

E. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 1 計 4

施設整備費 構内情報通信網設備工事 2 施設整備費 拡声設備他移設工事 1

G. H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 2 計 1

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となっ

た
理由及び改善策

（支出額10億円以上）

1 株式会社日建設計 9010001006111 新館施設設計業務 148
随意契約（企画

競争）
- - -

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙2】に記載 チェック

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

-

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となっ

た
理由及び改善策

（支出額10億円以上）

1 大成建設株式会社 4011101011880 取壊し工事 518
一般競争契約
（総合評価）

- -

入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となっ

た
理由及び改善策

（支出額10億円以上）

1
公益財団法人東京都スポー
ツ文化事業団

5011005003759 埋蔵文化財発掘調査業務 139
随意契約（その

他）
-

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等

- -

- - -1 株式会社丹青社 3010501007440 代替施設展示工事 91
一般競争契約
（総合評価）

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となっ

た
理由及び改善策

（支出額10億円以上）

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となっ

た
理由及び改善策

（支出額10億円以上）

1 富士電機株式会社 9020001071492
変電設備等集中監視設備改
修工事

1
随意契約（少

額）
- - -

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となっ

た
理由及び改善策

（支出額10億円以上）

1 沖電気工業株式会社 7010401006126 構内交換設備他移設工事 4
随意契約（その

他）
- -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

-

- -

入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となっ

た
理由及び改善策

（支出額10億円以上）

1 東日本電信電話株式会社 8011101028104 構内情報通信網設備工事 2
随意契約（少

額）
-

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となっ

た
理由及び改善策

（支出額10億円以上）

- - -1 東京通信電設株式会社 4010401020815 拡声設備他移設工事 1
随意契約（少

額）

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙3】に記載 チェック



計 0 計 34

移転費 移設業務 34

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

I. J.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）



I

J

K

L

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
東日本電信電話株
式会社

8011101028104
パソコン等情報端末機器整
備業務

0.2
随意契約（そ

の他）
- - -

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

広陽サービス株式会
社

8010001016251 備品類廃棄業務一式 0.1
随意契約（少

額）
-

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

日本通運株式会社 4010401022860 移設業務 34
一般競争契約
（最低価格）

- - -

株式会社ユアテック 4370001006286
受変電設備用警報盤設置
工事

0.3
随意契約（少

額）
- - -1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

- -


	行政事業レビューシート
	別紙2
	別紙3

